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平成１９年　８月２８日

日本原子力発電株式会社

敦賀発電所１号機の原子炉起動と調整運転の開始について

　敦賀発電所１号機（沸騰水型軽水炉：定格電気出力３５万７千キロワット）は、平成１９

年２月１６日から第３１回定期検査を実施しておりましたが、８月２９日に原子炉を起動し、

同日に臨界となる予定です。

　その後、諸試験を実施し、９月１日～４日頃※に定期検査の最終段階である調整運転を開始

し、９月下旬には経済産業省の最終検査を受けて営業運転を再開する予定です。

　※ タービンバランシング作業（調整運転開始前にタービンの回転数を上昇させて振動を測定し、振動が大

きい場合には、タービンの車軸におもりを取り付け、振動が小さくなるように調整する作業）の実施

の有無により、調整運転の開始が前後します。

　　　平成１９年５月上旬に発電を再開し、５月下旬に定期検査を終了する予定であったが、国の特別な検

査や原子炉給水ポンプミニマムフロー配管曲がり部からの漏えい事象に対応するため、定期検査期間

を延長しました。

　　

＜添付資料＞

　　　敦賀発電所１号機　第３１回定期検査の実施状況

以　　上
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添付資料

　　　　　　敦賀発電所１号機　第３１回定期検査の実施状況

１． 主要工事等

（１）主発電機用励磁機取替工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （図－１参照）

設備信頼性維持の観点から、主発電機用励磁機※を同じ仕様の新品に取り替えました。

　　　※　励磁機とは、主発電機の回転子コイルに電流を供給するための機器。

（２）原子炉圧力容器頭部冷却系配管改造工事　　　　　　　　　　　　 （図－２参照）

国内外ＢＷＲプラントにおいて、水の放射線分解で発生した非凝縮性ガス（水素、

酸素）が、配管内等で滞留し急速に燃焼することで配管が破断した事例に鑑み、運転

中に流れがなく、非凝縮性ガスが滞留する可能性がある原子炉圧力容器頭部冷却系※配

管に、ガス抜き配管を設置しました。

　　　※　原子炉圧力容器頭部冷却系とは、原子炉停止後の冷却過程において、容器上蓋側と中央部との温

度差をなくす目的で、頭部に冷却水を供給する系統。

２． 設備の保全対策

（１） 制御棒点検工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図－３参照）

国内ＢＷＲプラントにおいて、ハフニウム板型およびハフニウムフラットチューブ

型の制御棒で損傷が認められたことから、現在使用している制御棒全７３体のうち、

ハフニウム板型制御棒４体とハフニウムフラットチューブ型制御棒９体について、十

分な使用実績のあるボロンカーバイド型制御棒に取り替えました。

なお、これら１３体の制御棒について外観目視点検を行った結果、異常は認められ

ませんでした。
　　　※　ハフニウム板型およびハフニウムフラットチューブ型制御棒とは、中性子吸収材をボロンカーバ

イドからハフニウムに変更し、炉内での長期間使用を目的に開発されたもの。ハフニウム板型制御

棒４体は、Ｈ１５年度定期検査時以降、停止用として使用していました。ハフニウムフラットチュ

ーブ型制御棒９体は、前回定期検査以降、制御用として使用していました。

　　　　　　なお、今回取替えにより、制御棒は全てボロンカーバイド型になりました。

（２）配管内円柱状構造物健全性確認検査　　　　　　　　　　　　　　　（図－４参照）

配管内に差し込まれている円柱状の構造物として、原子炉冷却材浄化系等にある

温度計ウェル１２箇所とサンプリングノズル８箇所について、放射線透過試験にて

形状を確認した上で、振動評価を行った結果、原子炉冷却材浄化系の温度計ウェルの

２箇所で振動が発生する可能性があると評価されたことから、当該２箇所について浸

透探傷検査を実施し、健全性を確認しました。

また、今後使用予定のないサンプリングノズルについて、現場確認で新たに確認さ

れた１箇所を含む合計３箇所を、撤去して閉止栓を取り付けました。
※ 平成 7 年の「もんじゅ」事故を踏まえ、各電力事業者は、配管内に設置されている円柱状構造物に

ついて、当時の知見をもとに流力振動が発生しないことを確認していました。その後、日本機械学

会で「配管内円柱状構造物の流力振動評価指針」が整備され、平成１８年１月より技術基準として

適用されたことから、今回改めて評価を行いました。

　　なお、図面で形状が把握できた温度計ウェルなど６９箇所については、流力振動が発生する可能

性がないことを確認しています。
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（３）原子炉圧力容器等の供用期間中検査　　　　　　　　　　　　　　　（図－５参照）

　供用期間中検査として、原子炉圧力容器溶接部の超音波探傷検査、原子炉再循環ポン

プＢのケーシング内面等および原子炉再循環ポンプＣの入口弁の弁内面等の目視点検を

実施し、異常がないことを確認しました。

（４） 耐震裕度向上工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図－６参照）

既設設備の耐震裕度を一層向上させるため、格納容器冷却系等の配管や中央制御室換

気空調系の空調ダクトのサポート等を強化しました。また、非活性ガス系配管と原子炉

再循環系配管分岐管のサポート強化を追加で行いました。

（５） 給水系等の配管点検工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図－７参照）

①国内プラントにおいて発生した２次系配管破断事故を踏まえ、給水・復水系統等の配

管６６８箇所※について、肉厚測定を実施した結果、計算必要厚さを下回る箇所、およ

び余寿命評価で次回定期検査までに計算必要厚さを下回る可能性があると評価された

箇所は認められませんでした。
※今定期検査開始時には、６０７箇所について肉厚測定を実施する計画であったが、下記の点につ

いて計画を見直し、６６８箇所の検査を実施しました。

・スケルトン図と現場との照合結果による変更　　　　　　　　　　　　　　　２箇所

・日本機械学会が制定した技術規格を踏まえた変更　　　　　　　　　　　　４４箇所

・敦賀発電所での減肉現象を踏まえた変更　　　　　　　　　　　　　　　　１５箇所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　６１箇所追加

②原子炉給水ポンプミニマムフロー配管曲がり部からの漏えい事象の対策として、漏え

い部位１箇所を新品の配管に取り替えました。また、２５９箇所について肉厚測定を

実施した結果、計算必要厚さを下回る部位および次回定期検査までに計算必要厚さを

下回ると評価された部位は認められませんでしたが、減肉傾向が認められた１箇所に

ついて、念のため、新品の配管に取り替えました。

　　以上をまとめると、今定期検査では、合計９２７箇所の肉厚測定を実施し、２箇所

の配管を取り替えました。

３． 定期検査中に発生した安全協定に基づく異常事象

（１）復水移送配管流量計からの水漏れ　　　　　　　　　　　　　　　　（図８－１参照）

　　　　定期検査中の平成１９年２月１７日、旧廃棄物処理建屋地下に設置されている床ドレ

ンサンプの水位上昇を示す警報が発報したことから、現場を確認したところ、復水移送

配管流量計から水が漏れていることが確認されました。

　　　　当該流量計を点検したところ、パッキンの一部が外側にはみ出しており、テーパー

管の全周の長さに差が認められました。このことから、パッキンの押さえつけが不均

一で、復水移送系統の運転操作に伴い、押さえつけの弱い部分のパッキンが外側に押

し出され、漏えいが発生したものと推定されました。

　　　　当該流量計を新品に取り替えるとともに、同型の流量計を点検する際には、テーパ

ー管の全長等を測定し、形状管理することを、作業要領書に反映しました。

　　　〔平成１９年３月５日、３月２８日　ホームページ掲載済み〕

（２） 格納容器冷却系海水配管からの漏えいに伴う炉心スプレイポンプ電動機の機能低下

（図８－２参照）
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　　　　定期検査中の平成１９年４月５日、原子炉建屋地下１階に設置されている格納容器

冷却系熱交換器Ａの出口弁（開放点検中）から海水が漏れ、階下の炉心スプレイポン

プ２台の電動機上部に滴下していることが確認されました。直ちに運転中のＢ系海水

ポンプを停止し、熱交換器Ａの水抜きを行い、漏えいを停止させました。漏えい量は

約１００リットルで、すべて回収されました。また、被水した２台の電動機を点検し

た結果、絶縁抵抗の低下等が認められました。

　　　　調査の結果、海水が漏れた出口弁の上流側の弁（隔離のため閉止中）で、止水（シ

ート）機能の低下が認められたことから、当該弁から海水が流れ出し、下流側の点検

開放中の弁から海水が漏れ出たものと推定されました。

　　　　止水機能が低下していた弁を新品に取り替えるとともに、被水した電動機２台を含

め、階下の機器・配管について点検及び清掃を行いました。

〔平成１９年４月１１日、６月５日　ホームページ掲載済み〕

（３） 原子炉給水ポンプミニマムフロー配管曲がり部からの漏えい

（図８－３参照）

　　　　原子炉起動に向けて原子炉給水系統の水張りを行い、平成１９年７月２２日に復水

ポンプ１台を運転した状態で、当該系統を点検していたところ、原子炉給水ポンプＡ

のミニマムフロー配管曲がり部からの水の滴下が確認されました。

　　　当該部を切断して内面目視した結果、局部的な減肉とくぼみ状の浸食（エロージョ

ン）が確認されました。また、当該部を流れる水の圧力や温度から、二相流（蒸気と

水が混在した流れ）が発生していたものと推定されました。これらのことから、二相

流が曲がり部に衝突して、侵食による減肉が発生したものと推定されました。

　　　対策として、当該曲がり部を二相流の衝撃を緩和する構造の配管に取り替えました。

〔平成１９年７月２６日、８月８日ホームページ掲載済み〕

４．燃料集合体の取替え

　燃料集合体全数３０８体のうち、５２体（全て新燃料集合体で９×９燃料集合体）

を取り替えました。また、再装荷する燃料集合体４体の外観目視検査を実施した結果、

異常は認められませんでした。

５．発電設備の総点検結果を踏まえた特別な検査への対応

　　発電設備の総点検結果を踏まえ、以下の特別な検査を実施しました。

　　　・復水貯蔵タンク外面腐食の隠ぺい事象を踏まえ、タンクの肉厚測定や基礎ボルトの

外観目視点検を追加で行い、異常がないことを確認。

　　　・高圧注水系機能検査や自動減圧系機能検査などについて、準備段階ごとの現場確認、

検査用機器の校正記録の確認、現場と中央制御室の２箇所に立ち会うなど、厳格な

検査を実施。

　また、気体廃棄物処理系機能検査や総合負荷性能検査におけるデータ改ざんに関し

ては、調整運転開始後、今定期検査終了までに特別な検査を実施する予定です。

６．次回定期検査の予定

平成２０年秋頃

以　上
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主発電機用励磁機取替工事

励磁機

主発電機

低圧タービン

高圧タービン

　

　設備信頼性維持の観点から、主発電機用励磁機※を同じ仕様の新品に取り替えました。

概　要

※励磁機とは、主発電機の回転子コイルに電流を供給するための機器。

図－１

回転子コイル

低圧タービン

復水器へ

電力を供給

取替対象

　幅　：約 1.4ｍ
高　さ：約 1.6ｍ
長　さ：約 2.1ｍ
重 量：約 7.2 トン

高圧
タービン

原子炉より
蒸気

励磁機

主発電機

固定子コイル

湿分分離器
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図－２

　

　国内外ＢＷＲプラントにおいて、水の放射線分解で発生した非凝縮性ガス（水素、酸素）が、

配管内等で滞留し急速に燃焼することで配管が破断した事例に鑑み、運転中に流れがなく、非凝

縮性ガスが滞留する可能性がある原子炉圧力容器頭部冷却系※配管に、ガス抜き配管を設置しま

した。

概　要

ガス抜き配管

制御棒駆動水圧系

ポンプより

　　　：設置範囲

改造範囲

原子炉圧力容器
頭部冷却系原子炉ベント系※２

主蒸気系へ

流れ

流れ

空気作動弁

（運転中開）

［原子炉圧力容器］

原子炉圧力容器頭部冷却系配管改造工事

ガス抜き（ベント）管仕様

材質：炭素鋼　　　口径：２７.２ｍｍ

肉厚：５.５ｍｍ 　全長：約９ｍ

逆止弁

　　　電動弁

 （運転中閉）

※２：原子炉運転中、原子炉圧力容器より主蒸気系へ蒸気をわずかに流して

非凝縮性ガスの滞留を防止している。

※　原子炉圧力容器頭部冷却系とは、原子炉停止後の冷却過程において、容器上蓋側と中央部との温度差をな

くす目的で、頭部に冷却水を供給する系統。

原子炉圧力容器上蓋
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制 御 棒 点 検 工 事          

　国内ＢＷＲプラントにおいて、ハフニウム板型およびハフニウムフラットチューブ型の制

御棒で損傷が認めたれたことから、現在使用している制御棒全７３体のうち、ハフニウム板

型制御棒４体とハフニウムフラットチューブ型制御棒９体について、十分な使用実績のある

ボロンカーバイド型制御棒に取り替えました。なお、これら１３体の制御棒について外観目視

点検を行った結果、異常は認められませんでした。

図－３

概　要

冷却孔

シース

ローラー

ハフニウム板
固定部材（コマ）

ハンドル

ハフニウム板型制御棒

ハンドル

ローラー

ハフニウム
フラットチューブ

冷却孔

シース

ハフニウムフラットチューブ型制御棒
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＜制御棒配置図＞

：ハフニウム板型制御棒

（全４体を点検）

：ハフニウムフラットチューブ型制御棒

（全９体を点検）

目視点検範囲
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配管内円柱状構造物健全性確認検査

　

　配管内に差し込まれている円柱状の構造物として、原子炉冷却材浄化系等にある温度計ウ

ェル１２箇所とサンプリングノズル８箇所について、放射線透過試験にて形状を確認した上

で、振動評価を行った結果、原子炉冷却材浄化系の温度計ウェルの２箇所で振動が発生する可能

性があると評価されたことから、当該２箇所について浸透探傷検査を実施し、健全性を確認しま

した。

また、今後使用予定のないサンプリングノズルについて、現場確認で新たに確認された１箇所

を含む合計３箇所を、撤去して閉止栓を取り付けました。

概　要

図－４
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　供用期間中検査として、原子炉圧力容器溶接部の超音波探傷検査、原子炉再循環ポンプＢのケーシング内面等
および原子炉再循環ポンプＣの入口弁の弁内面等の目視点検を実施し、異常がないことを確認しました。

図－５

概　要

原子炉圧力容器等の供用期間中検査

：目視点検範囲

１．胴長手方向
　１５溶接線（３９３０６mm）の１０％が対象。
　溶接線４３００mm について検査を実施しました。
２．胴周方向
　５溶接線（７２９３５mm）の５％が対象。
　溶接線３７５０mm について検査を実施しました。

原子炉圧力容器溶接部 超音波探傷検査概要

：胴長手方向溶接線（１５本）
：胴周方向溶接線（５本）

：クラス１機器供用期間中検査対象範囲

原子炉再循環ポンプＢ　検査概要

原子炉再循環ポンプＣ入口弁　検査概要

電動機

弁棒

弁体

弁箱

原子炉再循環ポンプＣ入口弁を分解し、弁内面等
の目視点検を実施しました。

弁仕様

口　　　径：約６６０ｍｍ
型　　　式：仕切弁
駆動方式：電動式

格納容器

原子炉再循環ポンプ

原子炉再循環

ポンプ入口弁

原子炉圧力容器

原子炉再循環ポンプＢ本体を分解し、ケーシング
内面等の目視点検を実施しました。

：目視点検範囲

原子炉再循環系

Ａ～Ｃ

９
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【工事箇所一覧】　　＊：追加で実施したものを示します

系統名称 支持構造物の補強内容 改造箇所数 例示

非常用ガス処理系 非常用ガス処理ファン基礎改造 １箇所 ①

配管サポート改造 ６４箇所 ②

中央制御室換気空調系 中央制御室換気空調系ﾌｧﾝﾌｨﾙﾀｰｹｰｼﾝｸﾞ改造 ２箇所 ③

空調ダクトサポート改造 ２２箇所 ④

液体毒物注入系 配管サポート改造 ８箇所 ②

格納容器冷却系 配管サポート改造 ６箇所 ②

＊非活性ガス系 配管サポート改造 ３３箇所 ②

＊原子炉再循環系配管分岐管 配管サポート容量（配管を押さえる力）の増加 ２箇所 ⑤

図―６

基 礎

防振ゴム

（天然ゴム）

　①ファン基礎改造

改造前

鋼材固定枠

（炭素鋼）

基 礎

改造後

　④空調ダクトサポートの改造

改造後 サポート

吊り棒
改造前

既設設備の耐震裕度を一層向上させるため、格納容器冷却系等の配管や中央制御室換気空調系の空調ダク

トのサポート等を強化しました。また、非活性ガス系配管と原子炉再循環系配管分岐管のサポート強化を追

加で行いました。

概　要

耐震裕度向上工事

③中央制御室換気空調系ファンフィルターケーシング改造

改造前

＜側面図＞

活性炭フィルター ファン

＜正面図＞改造後

約
４
．
６
ｍ

約
３
ｍ

約２．８ｍ 約６．９ｍ

サポート設置

　②配管サポート改造
対象配管

サポート

改造前

改造後

：追設サポート

支持鋼材

（炭素鋼）

：空気の流れ方向

ファン

ファン

１０

④空調ダクトサポートの改造

⑤配管サポートの容量増加

防振ゴム

（天然ゴム）

基礎

対象配管 サポート
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給水系等の配管点検工事

定期検査開始時には、６０７箇所について肉厚測定を実施する計画であったが、原子炉給水ポン

プミニマムフロー配管からの漏えい事象等を踏まえ、合計９２７箇所の肉厚測定を実施しました。

その結果、計算必要厚さを下回る個所および余寿命評価で次回定期検査までに計算必要厚さを下

回る可能性があると評価された個所はありませんでした。

点検対象部位*1
＜＞内は定期検査開始時点

点検区分 総　数 未点検部位

点検実施部位*2
＜＞内は定期検査

開始時点

点検実施後の未点
検部位

＜＞内は定期検査
開始時点

主要点検部位
[うち代表部位]

４７５
＜４７５＞

[175]

２０２
＜２０２＞

[12]

１４５
＜１２３＞

[12]

７０
＜９１＞
[０]　*3

その他点検部位
４，１５６

＜４，１５２＞
３，５７２

＜３，５６８＞
７８２

＜４８４＞
２，７９８

＜３，０８５＞

合　計
４，６３１

＜４，６２７＞
３，７７４

＜３，７７０＞
９２７

＜６０７＞
２，８６８

＜３，１７６＞

＊ １　点検対象部位の定期検査開始時点からの変更
総　数 未点検部位 理　由

その他部位 ４ ４ スケルトン図と現場との照合結果

＊ ２　点検実施部位の定期検査開始時点からの変更
総　数 未点検部位 理　由

主要点検部位
２２ ２１

敦賀発電所での減肉事象を踏まえた追加
３個所

漏えい事象を踏まえた追加　　　１９個所

その他部位

２９８ ２８７

機械学会の技術基準を踏まえた追加
４４箇所

敦賀発電所での減肉事象を踏まえた追加
１２個所

スケルトン図と現場の照合結果　　２箇所
漏えい事象を踏まえた追加　　２４０個所

合　計 ３２０ ３０８

＊ ３　主要点検部位のうち代表部位については、今定期検査で全て点検完了となった。

原子炉給水ポンプミニマムフロー配管からの漏えい事象を踏まえ、追加で２箇所の配管を新品に

取り替えました。

① 漏えいが確認された原子炉給水ポンプＡミニマムフロー配管の曲がり部

（低合金鋼→低合金鋼）

② 点検の結果、減肉が確認された原子炉給水ポンプＢミニマムフロー配管の曲がり部

（低合金鋼→低合金鋼）

図－７

１．点検概要

２．取替概要



図８－１

テーパー管仕様

　材　質：アクリル樹脂
　外　径：入口 約１２５ｍｍ
　　　　　出口 約１９０ｍｍ
　長　さ：３６０±０．２ｍｍ
パッキン：クロロプレンゴム製
　　　　　厚さ３ｍｍ

流量計仕様・断面図・漏えい箇所状況

テーパー管

フロート

パッキン

パッキン

［流量計断面図］

原子炉建屋

当該流量計
（漏えい箇所）

タービン建屋屋　外 旧廃棄物処理建屋

旧廃棄物処理建屋の
各タンク水張り等へ供給

原子炉冷却材浄
化系ﾌｨﾙﾀ逆洗

復水移送ポンプ

炉心スプレイ系

廃液脱塩器の

樹脂移送等に使用

復水貯蔵
タンク

主蒸気管
水張り

通　　常　　時：１台運転
漏えい発生時：２台運転

漏　　え　　い　　の　　メ　　カ　　ニ　　ズ　　ム

［流量計上部（漏えい箇所）状況］

パッキンの一部（全周の約１／４）程度が
外側へはみ出し　（漏えい箇所）

復水移送系概略系統図

①

テーパー管に変形（約１ｍｍの高低

差）があり、低い部分のパッキンの面

圧カ（圧縮量）が不足した。

②

復水移送系統の圧力変動により、面

圧が不足していたパッキンの一部が

外側にはみ出され漏えいが発生。

○当該流量計を新品に取り替えました。

○同型の流量計を点検する際には、テーパー管の全長等を測定し、形状管理することを、作業要領書に反映しました。

対　　　策

テーパー管

パッキン
②

締付ボルト
フランジ

圧力変動

①

　旧廃棄物処理建屋地下に設置されている床ドレンサンプの水位上昇を示す警報が発報したことから、現場を確認
したところ、復水移送配管流量計から水が漏れていることが確認されました。当該流量計を点検したところ、パッ
キンの一部が外側にはみ出しており、テーパー管の全周の長さに差が認められました。このことから、パッキンの
押さえつけが不均一で、復水移送系統の運転操作に伴い、押さえつけの弱い部分のパッキンが外側に押し出され、
漏えいが発生したものと推定されました。

概　要

復水移送配管流量計からの水漏れ

１２



１３

　隔離のために閉止した１台の弁で止水（シート）機能が低下し

ていました。当該弁を分解点検したところ、弁体と弁座の当たり

が不均一であったため、漏えいが発生し、下流側の点検開放

中の弁から海水が漏れ出ました。

海水ポンプ　Ａ系 海水ポンプ　Ｂ系

格納容器冷却系海水配管からの漏えいに伴う炉心スプレイポンプ電動機の機能低下
図８－２

スケールの付着

当たりの

弱い部分

・ 止水機能が低下していた弁を新品の弁に取替えました。また、被水した電動機２台を含め、階下の機器・配管について点検およ
び清掃を実施しました。

・ 海水系統の隔離作業において、ポンプ等を起動し、水圧を高めた状態で、閉止弁下流側への漏れがないことを確認するよう所内
規程に定め、関係者に周知しました。

推定原因

対　　　策

原
子
炉
圧
力
容
器

原子炉格納容器

Ｐ Ｐ

Ｐ Ｐ

空調機Ａ系 空調機Ｂ系

分解点検のため
閉止板取り付け
（２箇所）

放水口へ

取水口より 取水口より

停止
運転

格納容器冷却系

熱交換器Ａ

格納容器冷却系

熱交換器Ｂ

止水機能の低下が確認された弁

：開

：閉

：漏えい発生時の

　海水の流れ

凡　例

他設備へ 他設備へ

（上図は全開状態）

弁  の  分  解  点  検  結  果

弁　　　体

スケールの剥離

当たりの

強い部分

弁　構　造　図

弁体

弁棒

弁仕様

口径：2.5 ｲﾝﾁ

   (約 65mm)
型式：仕切弁

材質：ステンレス鋼

弁座

　　　　　　　　  

　漏電を示す警報が発生したことから、点検を行なった結果、原子炉建屋地下１階に設置されている格納容器冷却系熱交
換器Ａ出口弁（開放点検中）から海水が漏れ出し、階下の炉心スプレイポンプ２台（Ａ，Ｃ号機）のモータ上部に滴下している
のが確認されました。

概　　要

側溝 排水溝（液体廃棄物処理系へ）側溝の水溜まり

床面
（グレーチング）

ポンプ
入口弁

格納容器

スプレイポンプ
Ａ Ｃ

炉心スプレイポンプ

熱交換器

Ａ

海水出口配管

（放水口へ）

海水出口配管

海水入口配管

（海水ポンプより）

閉止板

閉止板

原子炉建屋地下２階

原子炉建屋地下１階

ドレン弁

（水抜弁）

電動機

出口弁
（点検開放中）

【漏えい箇所】

海　　水　　漏　　え　　い　　時  の  状　　況

分解点検中

（漏えい箇所）



１４

原子炉給水ポンプミニマムフロー配管曲がり部からの漏えい 図８－３

原子炉給水ポンプ

原
子
炉
圧
力
容
器

復水器

低圧

タービン

発電機

復水ポンプ

水張り範囲

原子炉給水ポンプ

Ｂ

低
圧
給
水
加
熱
器
よ
り

高
圧
給
水
加
熱
器

第３段

M

ミニマムフロー配管

M

M

Ａ

Ｃ

復　

水　

器

低圧給水

加熱器

復水脱

塩装置

：流れ方向

第２段第１段
高圧給水

加熱器

概略系統図

：オリフィス

漏えい箇所

漏えい箇所写真

流れ方向

【断面マクロ観察写真】

配管外面

【ＳＥＭ観察写真】

［配管を流れ方向に半割りにした状態］

切断線

貫通部

減肉範囲

約 15mm

流れ方向

約
3
0
m
m

M

M

【内面観察写真】

A A´

減肉は局所的であった。

貫通孔約 0.2mm

流れ方向
配管内面

A A´

くぼみ状の浸食が見られた。

外径：約 114mm

肉厚：約 11mm

材質：低合金鋼

配管仕様

凡 例

復水ポンプ１台運転にて原子炉給水系統の水張りを行ったところ、原子炉給水ポンプＡのミニマムフロー配

管＊曲がり部から水の滴下が確認されました。

　＊：ﾐﾆﾏﾑﾌﾛｰ配管：原子炉給水ポンプの必要最低流量を確保するために敷設されている配管で、復水器に接続されている。当該配管

は、ポンプ起動及び停止操作時に主に使用され、通常運転中には使用されていない。

概　要

減圧沸騰により高速の

２相流が発生

低 ← 流速 → 高

対　策

復水器へ 復水器へ

オリフィス給
水
ポ
ン
プ
よ
り

ｷｬｯﾌﾟ式ﾀｰｹﾞｯﾄ構造

Ｔ分岐管の先端部に取付けたキャップ部に停滞した

水で、流体の流れを直接受け止め、その衝撃を緩和

しＴ枝管側に流れを逃がすため、減肉しにくい。

給
水
ポ
ン
プ
よ
り

＜現　状＞ ＜対策後＞

オリフィス

内面観察結果

曲がり部の背側に衝突した２相流の衝撃

により浸食による減肉が発生。

この減肉が徐々に進行し貫通。

：取替個所



▽ ▽

▽

　

平成１９年９月平成１９年８月

主
　
要
　
工
　
程

平成１９年２月 平成１９年６月 平成１９年７月平成１９年５月平成１９年４月平成１９年３月

格納容器
漏えい率検査
（準備を含む）

原子炉圧力容器頭部冷却系配管改造工事

原子炉再循環系主要弁点検工事

原子炉圧力容器復旧

燃料装荷燃料取出

炉内点検、原子炉再循環系主要弁点検 原子炉圧力容器開放

復水タンク内部点検
（特別な検査）

燃料取出 燃料装荷

原子炉圧力容器復旧

主発電機用励磁機取替工事

発電機解列
（２/１６）

原子炉圧力容器開放

：予定工程

：実績工程

凡　例

原子炉再循環ポンプ（Ｃ）入口弁点検
（準備・復旧を含む）

特別な保安検査

定期検査における特別な検査

原子炉給水ポンプミニマムフロー配管修繕等

調整運転

起動操作

原子炉起動
（８月２９日）

調整運転開始
（９月１日～４日頃）

定期検査終了
（９月下旬）

敦賀発電所１号機　第３１回定期検査の作業工程

別
　
紙

耐震裕度向上工事

起動準備

１
５


